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1は じ め に
昨1973年に突発 したオ イル シ ョヅクはわが国の経済 に重大な影響を与 えて き
て い るが,と りわけ,そ れ に起因す る 「狂乱物価」 はほんの1年 に して貨幣 の
購 買力を30%も低落 させ て しまった。(東 洋経済の経済統計年鑑昭和49年版による
と,全国総合消費者物価指数は,48年4月,120.7から49年4月には150.8に上昇 してい
る。)この貨幣購買力 の低下す なわ ちイソ フレーシ ョソの昂進 はわが国だ けにか
ぎらず,統 計 に明 らかな ように,ア メ リカ,イ ギ リス,フ ランス,西 ドイ ツ,
オース トラ リアをは じめほ とん どすべ ての国 々において経験 され てい る事実 で
あ る。 この よ うな状況の なか において,い わゆ る歴史的原価主 義に も とつ く会
計 の諸欠陥 が浮 きぼ りに され,そ のゆ えに この歴史的原価主義会計 を改 善 ある
い は変革 しようとす る試 みが多数 の論者 に よって提案 され て きて いる。それ ら
は大別すると修正原価主義会計論 と時価主義会計論タに分けられる。
会計において貨幣価値変動を考慮しようとする提案は内外において古 くから
ω
見 られ ると ころであるが,近 年 とくにイギ リスや アメ リカにみ られ るイソフ レ
{2}
一ショソ会計の主張をも含めて,それらの提案が歴史的原価主義会計に対して
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改善 しよ うとしてい る問題点 は,主 として,会 計公準 のひ とつ である 「貨幣価
値不変 」の公準 の非 妥 当性を と りあげそれを矯 正 し,比 較可能性 を と りもどそ
うとす る問題 を め ぐるもの である。
しか しまた他方 において,個 別財貨 の価格 はあ るいは異 な る方 向に異な る大
きさにおいて変動 してい る。す なわ ち,貨 幣の一般購買 力がた とえば30%下落
した とい う状況 のなかに おいて も,あ る財 貨 の価格 はそれ以上 に騰貴 し,別 の
ものはそれ以下 であ った り,あ るいはた また ま30%騰貴 した財貨 もあった か も
しれ ないの である。異 なる産業 の中に存 在す る企業 に とって は もち ろん の こ
ト
と,同じ産業に属する個別企業にとっでさえも,各々の企業の資産構成は相当、
に異なっている。それゆえ,会計上の諸数値を一律にひとつの一般指数のよう
な価格水準指数を用いて修正しても有用なデータを求めることができないレ
(31
なによりも,個別企業の実体維持の確認はできないと主張される。
これら2つの見解の対立は,修正原価主義会計論対時価主義会計論あるいは
一般購買力指数対個別(ないし特殊)価格指数の問題としてとらえられている。
本稿では,歴史的原価主義会計を改善ないし変革しようとする試みのなかにお
けるこの 「一般指数対特殊指数」の問題を,た んに形式的な指数選択上の問題
としてではなぐ,会計上それらいずれかの指数を利用することの基礎に存する
企業観あるいは企業会計観と結びつけて検討するつもりである。
(1)貨 幣 価 値 変 動 会 計 論 に つ い て 主 だ っ.た提 案 を 挙 げ れ ば 以 下 の よ う で あ る 。
OH.W.Sweeney,"StabilizedAccounting",1936.
OW.Mahlberg,"DerTageswertinderBilanz",1925.
○ 片 野 一 郎 「貨 幣 価 値 変 動 会 計 」 同 文 館,1962.
(2)OA.1.C.P.A.,``FinancialStatementsRestatedforGeneralPrice-Levek
Changes".StatementNo.30ftheAccountingPrinCiplesBoard,1969.(監
訳 ・解 説 新 井 清 光 翻 訳 磯 部 秀 夫 「ア メ リ カ 公 認 会 計 士 協 会.物 価 水 準 変 動 会
'計 」 同 文 館
,1971.)
OP.R.A:Kirkman,``AccountingunderInflationaryC皿ditions,,,1974・
(3)時 価 主 義 会 計 論 に つ い て 主 だ っ た 提 案 を あ げ れ ば 以 下 の よ う で あ る 。
OE.Geldmacher,"WirtschaftsunruheundBilanz",1923. へ
OD.R.Ladd."C・nt・mp。 ・a・yC・rb・・at・Acc6unti・g・ndth・Publi・".t963.
(561)価 格 変 動 会 計 論 に お け る 一 般 指 数 対 特 殊 指 数 の 問 題71
(不 破 貞 春 ・今 福 愛 志 訳 「D.R.ラ ッ ド現 代 会 社 会 計 論 」 同 文 館,1970)
OR.S.Gynther,``AccountingforPrice-LevelChanges:TheoryandPro・
cedures",1966.
OL.S.Rosen,`℃urrentValueAccountingandPrice-LevelRestatements,"
1972.
○ 不 破 貞 春 「新 訂 会 計 理 論 の 基 礎 」 中 央 経 済 社,1961、
2各 種の資本概念
「一般指数対特殊指数」 の問題 といって も,各 々には い くつ かの 種類 があ
り,論 者 の見解 の相違 に よって 利用 しよう とす る指数 に違 いが あ らわ れ てい
るパ この相違は理論的基 礎 においては同一視 し うる ものであって も究極的 には
きわめて重大な問題 を生 じさせ ることにな るので,こ の点を まず整理 して お く
こ とが必要 であろ う。
ω
ω ヘ ソ ドリクセソに よる分類
ヘソ ドリクセ ン(E.S.Hendriksen)によれば,そ れ らは一般購 買力,株 主
の購買 力,企 業 の投資購 買力お よび個別 的取替購買力 の4つ に類 型化 され てい
る。以下,ヘ ソ ドリクセ ンの論述 に沿 って各 々の内容 を検討 してみ よう。
○ 一般購買カ
ー般 物価 指数に よって測定 された一般 購買力は,経 済社会 の財貨や用役すべ
ての価格 を適 当に加重 してみ る と,平 均 して上昇,下 落あ るいは不 変であ ると
い うよ うに それ らの 一般 的傾向を示 し,ま た,貨 幣価 値の変動 を反映 してい
る。経済社会 の全価格につ いての指数が これ までに計 算 された ことはない し,
これか らも計算 され る ことはないであろ う。 しか し,そ の近似値 として利用で
きる指数 な らい くつか あ るか もしれ ない。近似値 としては生計費指 数,消 費者
物 価指数 な どもあげ られ るか もしれ ないが,と りわけGNPイ ソプ リシ ッ ト・
プ ライス ・デ フレーターはア メ リカにおけ る一般物価 本準指数の うちで も最 も
まとまった ものであ ろ う。 しか し,一 般物価水準修正指数を使用す るこ とには
若干の疑問が残 る。すなわち,こ の考 えの もとでは,投 資家 は資金運用上 の選
黒 の自由を もつ とされう営業活動 の循環は現金か ら非貨 幣性資産へ流れ,ま た
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現金に戻 り,そ して投資家に とってそ の現金 は一般 的支 出のために充 当 され う
るもので ある と仮定 されてい る。 これ は,大 企業 に とってはあては ま らない個
別取 引概 念であ る。別 の見方 か らすれば,企 業 は,経 済上 のすべ ての タイプの
財 貨や用 役にその資本 を投資 または再投資す る選択 をたえず行 なってい る と仮
定 され ることに なる。
O株 主 の購 買力
もっ とも初期 の購買力 に関す る考 えは,あ る一定 の数量で一定 の 品質 を もっ
た消費財 お よび用役 を購入す る株主 の能 力が変わ らなか った場合に のみ資本 が
維持 され る,と い うもめであった。消 費者物価指数 は,ア メ リカの い くつか の
大都市 に住 んでいる賃金稼得者 や事務 労働者 家庭 に よって購入 され る財貨や用
役 の特殊 なv一 ケ ヅ・ト・バ スケ ッ ト方 式(marketbasket)からの平均 的価格 変
動 を測定す る ものである。 しか し,こ の平均値は,各 株主が購入 した 消費財 や
用役 の価格変動 をあ らわ してはいない。 アメ リカの株式会社 の株 主 はあ らゆ る
所得階 層に分散 して いるか らであ る。 重要な ことは,株 主 の購買力 は会社 の財
務諸表 の修正には適切 な概念 ではない とい う事実 であ る。
○ 企業 の投資購 買力
継続性 の公準は,企 業 はその投下 した資本 を維 持す るた めにつね にそれ らの
資産に再投資す るであろ うと考 える ものであ る。 したが って,企 業 の営業循環
は,非 貨幣性資産か ら現金へ,そ して現金か ら非 貨幣性資産へ と移行す る。企
業生命 の継続性 は,こ の場合,企 業 が特定 の資産 に取替 えなければ な らない と
い うのではな く,投 資財 を取得ず るためのその購 買力を維持 しなければ な らな
い ことを意味 して いるわけ である。す なわち,個 別 企業 はたえずそ の投資額 を
変動 させ,現 実 にある産業か ら他 の産業 へ移転 した り,あ るいは異 なる産業 へ
進 出す る こともある。同 じ産業 に とどまってい るに して も,技 術革新 に ともな
って新製品の生産のためにその投資構成を変えているのである。 この投資購買
力は次のようにす くなくとも3つに分けられる。
一般投資購買カー これは投資財一般すなわちすべての投資財に企業が再投
資することのできる能力であり,単一の総合的投資価格指数によって測定さ孔
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る。 この指数を利用す るこ との利点 は企業 間 の統一がはか られ,そ の適用が容
易 であ ることにあ る。
産 業別投資購買カー これは当該産業 内におけ るすべ ての企業 が購入 す る投
資財 一般 に企業が再投資す ることので きる能 力であ る。 しか し,企 業 が現実 に
多岐 にわた る製品を生産 していた り,別 の産業 への再投資を考 えてい る場合に
は,当 該企業 の属す る産業 を正確 に決 める ことがむずか し く,こ のア プローチ
は不適 当である といえる。
個 別企業の過 去の行動 に関連す る購買 カ ー これ は企業 が過去 に取得 した の
と同 じよ うな投資財 に再投資す る ことので きる能力 であ る。 しか し,こ の よ う
な個別企業 ごとの価格指数 を計算す る ことはむずか し く,費 用 がか か るだけで
は な く,過 去の投資行動 が将来 の行動指針 となる とはか ぎらないので,こ の見
解 も適 当ではない。
○ 個別的取替購買力
歴史的原価 を現在の取 替原価基礎 に修正 す るために,個 別価格指数 あ るいは
グル ー プ価格指数 を使用す れば,同 一 の個別購買力を もつ ドルに よって再表示
され た原価 にほぼ近い結果 が得 られ る。個別的指数 は,現 在価値を求め るとい
うよ りもむ しろ,個 別購買 力を測定す るため に用 い られ るのであ って,そ れ ゆ
え,そ の修正か ら保有 損益が生ず るこ とはない。時価 にも とつ く利 益概念 の も
とでは,貨 幣 または購 買力単位 よ りもむ しろ物財 すなわ ち物的資産 が強調 され
る。その結果,期 首資本 は一群 の物的 資産 を構成 す るもの と考 え られ る。それ
らはいつかは現金に転換 され るが,そ の資金のあ る部 分は物 的資産 を取 り替 え
るために使用 され,残 りが当該期間 の利益 になる と考 え られ るのであ る。 これ
は,回 収 された ドル額 は個別的資産 を再購入す るた めに,あ るいは同 じ生産能
力 を保つのに十分 でなければな らない とい うことであ る。
以上 が,ヘ ソ ドリクセンに よって整理 され た各種 の資本概念 したが って価格
し ノ
変動会計における修正に際して利用される指数に関する類型である。いずれの
資本概念,い ずれの指数の使用が適当であるかに関する論議}ちその基礎にあ
る見解の相違に依存するとおもわれるので次節にまわすとして,こ こでは,へ
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ソ ドリクセ ソ と同 じ よ うな類 型 化 を試 み て い るギ ソザ ー(R.S.Gynther)の論
述 を と りあ げ て み よ う。
(1>ヘ ン ド リ ク セ ン に よ る 分 類 に つ い て は,以 下 を 参 照 。
E.S.Hendriksen,　AccountingTheorプ,,IrwinInc.,1965,pp.177-182.
(水 田 金 一 監 訳 「ヘ ン ド リ ク セ ン 会 計 学 〔上 巻 〕」 同 文 館,1970,246-253ペ ー ジ)
(2)ギソザ'-UCよる分類
ヘ ソ ドリクセンに よる資本 の購買力概念 に関す る類型化は,各 種 の見解 を並
列的 に列挙 し,その内容 を説明 してい るにす ぎないが,ギソザ ーは各種 の見解 の
ニ
類型 化のポイ ソ トに会計 主体に関す る考 え方 の相違 を置いてい る。す なわち,
企業 会計 は誰 の観 点に立 って お こなわれ るべ きかに関す る 乞つ の見解一 資本
主観(Pr・prietaryvi6wpoin亡)と実体観(Entityviewp・ini)一の相違 に そ の
ω
目安 を求め ている。 ギンザ ーに よる資 本維持概念 の類 別は次 の よ うで ある。
資本主観的 資本維持概 念(Proprietaryviewpointcapitalmaintenancecon-
cepts)
a)一 般購買力'
b)消 費者購買力
(これらは,持 分所有者によって拠出された資金の一般 もしくは消費者購買力を維持す
ることに重点がおかれている。)
実 体観的資本維持概念(Entityviewpointcapitalmaintenanceconcepts)
c)投 資購買 力
d)企 業 の営業能 力
(これらは,拠出されたすべての長期資金の特殊購買力に関係 しているが,こ こでの本
当の焦点は企業資産を維持することにある。)
a)一 般 購買力的資本維持概念
多 くの場合,こ の概念を主張す る人 々は一般 購買 力指数(GNPデ フレータ≡
など)の 変動 に応 じて株 主資本 を,資 本維持修正勘定 を用いて修正 し ようとす
る。 しか し,こ の見解 は次の2つ の理 由で資本主観 に も とつ くものである とい
え る。ひ とつは,一 般 物価 指数 は消費財 を も含 んだすべ ての財貸 や用役 の価格
変動 の平均値 であ り,企 業が 関係 す るのは投資 『(資本)財 であ る。 も うひ とつ
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は,価格変動時の修正記帳が資産を対象として行われず,通常は,貸借対照表
上貸方の普通株主資本の合計を対象にしているという理由である。
b)消 費者購買力的資本維持概念
これは,消費者物価指数を用いて,株主 廓 普通株主)の資金を修正しよ
うとするものである。しかし,この概念も一般購買力概念の場合と同じ理由で
資本主観にもとついている。
c)企 業の投資購買力的資本維持概念
この見解は投資(資本)財価格指数を利用しようとするものであるが,な に
よりも重要な点は,その焦点が貸借対照表の借方すなわち資産の側にあるとい
うことである。ここでは株主資本ではなく,企業資本が問題となっている。こ
の投資購買力は,対象 となる資本財の範囲によって,一般,産業別および個別
企業別投資購買力に分けられる。
d)企 業の営業能力的資本維持概念
この考えは,企業それ自体すなわち企業資産に焦点を合わせるものであ り,
資産合計イコール企業の営業能力とみなし,企業の保有する個別資産の価格変
動を考慮しようとするものである。ただ,個別価格変動がわからない場合には
特殊価格指数が利用される。この営業能力観はさらに次のように類別される。
dの(1)当該期間中に存在したのと同一の営業能力。これは,資本維持目的
のために,耐用期間中を通じて,実際に所有していた資産の現在市場価格(再
調達価格もしくは再製作価格)を考慮しようとするものである。
dの(2)同一の財貨および用役産出すなわち現存の資産によって現在生産し
ているのと同じものを同じ量だけ生産するのに必要な最新の設備その他の資産
(すなわち,すべての技術革新をとり入れた資産)を基礎 とした営業能力。これは,
資本維持目的のために,このような最新の設備の現在市場購入価格を考慮に入
れようとするものである。ただし,すでに実体がこの最新め設備を持っていれ
ば,こ の営業能力観は上の(1)と同じになる。
dの(3)同一の財貨および用役を同じ価値だけ生産するのに必要な最新の設
備などを基礎とした営業能力。これは,そのような最新の設備の現在市場購入
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価 格を考 慮 し,さ らに,そ の よ うな技術 的に改善 された設備 を使 って生 産 した
財貨 お よび用役 の単位 当 り販売価格 の減 退に も配慮 しよ うとす るものである。
以 上が,ギ ソザ ーに よる資本維持概 念の類型化 とその内容 であ る。ギ ンザ ー
の 説明は,会 計主体 に関す る立場 を明確 に してお り,営 業能 力的資本維持概念
を さ らに細分 して分析す るな ど,ヘ ソ ドリクセソの説 明 よ りも明快 である。
さて,こ こで問題 となるのは,各 種 の見解におけ る比較考量 であ る。 ヘン ド
リクセ ソな らび にギンザ ーの説 明の うちに明示 あるいは暗示 されてい る各種見
解 の相違の基 礎 は,株 主 のため の会計か企 業のため の会計か,企 業 の資本を貨
幣 的 に把握す るか実物的に把握 す るか,継 続 企業(ゴ ーイング ・コソサーソ)の
概 念を どの ように理解す る か な どを め ぐってい る'と考 え られ る。 次節に おい
て,こ れ らの諸点を も うす こし詳 し く検討 してみ よ う。
(1)1ギ ン ザ ー に よ る 分 類 に つ い て は 以 下 を 参 照 。
R.S.Gynther,`℃apitalMaintenance,PriceChanges,andProfitDctcr
mination',,AccountingReview,October1970,pp.713-717.
3理 論 的 根 拠
(1)資本主理論と企業体理論
前節で見たように,資本維持概念あるいは価格変動に対する修正上使用する
指数の問題に関しては,犬別して2つの異なる見解がある。貨幣購買力維持説
と実体資本維持説,ひ とつの一般指数といくつかの個別(ないしは特殊)指数が
それである。このような見解の相違が生ずる原因は,明 らかに会計目的あるい
は会計に対する考え方の理解に存在している。すなわち,「誰のための会計で
あるか」に関する立場に依存している。株主すなわち資本主の立場と企業それ
自身の立場とがこれである。ギソザーは,価格変動時に会計数値を修正するに
当ってひとつの一般指数の利用を提唱する人々の考えは株主の立場に立つもの
であることを指摘して次のように述べている。 「会計の目的すぺてが株主ない
し資本主の利害を守ることであるとするなら,利益算定目的のためにひとつの
一般指数を利用することが望ましいことはほぼ確かであり,そ うすることによ
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って,株 主 が企業 に投下 した貨幣 の もっていた購買力単位 の大 きさは価格変 動
時に おいて も維持 され ることにな ろ う。 ……会 社を外面か ら観察す る人 々はひ
とつ の一般指数 の助けをか りてそ の利益 を算定 しようとす る人 々であ るとお も
え る。…… これ らの人 々は払込資本 が あたか も株主 自身の手に払 い戻 され て く
るかの ように考 えるのがつね であ り,そ れゆ え,彼 らは,貨 幣の一般購買 力変 一
動 と同 じ大 きさで この資本 を"増 額 させ る"こ とを考 え よ う として い る。 も
し,そ の資 金が株主 の手に払 い戻 され たな ら,株 主は購買力に関 して全 く同 じ
状 態に おかれてい ることを確 保 し よ うとし て い る。 ㊦ 識的であれ無意識的であ・
ぼ
れ)彼 らの主 た る関心 は株主 のそれ である」。 それに対 して,個 別(特 殊)指 数
の利用 を提 唱す る人 々の考 えは企業体 の観点 か ら主張 され ている として,次 の'
よ うに説明 してい る。 「すべ てのあ るいは主要 な会計 の 目的 は企 業 の 日常 の業
務 の なか において実体(企 業)を 助け る ことであ る(しかも,この場合にのみ株主.
の利益 も長期的には守 られる)と信 ず るな ら,特 殊指数 の利用が望 ま しい ことは、
ほぼ確 か である。す なわち,そ うすれぽ企業 の物的資産 が価格 変動時 において
も維持 され る ことにな る。 …… 会社を 内面か ら観察 す る人 々は特殊指数(で ぎ
れば特殊価格)を 用 いて算定 され る利益を求め たい と考 えてい る。…… これ らの・
人 々は まず なに よ りもは じめに株主 の ことを意識 しよ うとは しない。 彼 らは利'
益 を算定す る前に毎期維持 され る実 体(会 社)の 一群 となった物的資産 お よ び
営業能 力を考 えよ うとす る。 それ ゆえ に特殊指数 を用 い よ うとす る。彼 らは会
社 の資産 の価格騰貴 と同 じ大 きさで毎 期,資 本を"増 額 させ る"こ とを考え て
　
いる。彼 らの主要 な関心 は会社それ 自体 であ る。」
この よ うに,株 主す なわち資本主の観点に立つ人 々はひ とつの一般指数 を使.
用 す るこ とを支持す るのに対 して,企 業体 の観 点 において論ず る人 々は個別 も
し くは特殊 指数 の利用を説 くと主張 され るのであ る。・では,な ぜ この よ うな観.
〈
点 の相違が お こるのであろ うか。
ギ ソザ ーは,カ ヅツ(D.Katz)の論述を引用 し,「知 覚,態 度,研 究領域,・
価 値,研 究 グル ープ,環 境,文 化,人 格 な どの問題 が互 いに重 な り合 い,解 け"
がた く相互関係 している。各個人 は,こ の よ うな 複雑な社会 において,そ れぞ
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iれが所 属 してい る多 くの グル ープか ら影 響を受けてい る。地域,宗 教,教 育,
仲間,社 会経済な どの グル ープに 属 してい ることすぺてがそれぞれの グープの
(3}
の規範を身につけた個人すなわちその人の態度を形成している」と説明してい
る。すなわち,観点の相違は,問題に対する個々人の理解や環境などの相違に
よって生ずるというわけである。問題に対する理解や環境などの相違という点
か らして,「公表実務にたずさわっている多くの会計人は,その職務が株主の
利害を擁護することに関係しているために,ひ とつの一般指数の利用を望まし
い とすることはよくあることである。他方,商工業のなかにいる会計人は特殊
・ ω
詣数の利用を望ましいとするのが通例である。」というような具体的指摘もなさ
,れてい る。
不破教授 は,そ の独 自の会計理論展開 の なか に お いて,こ の問題 を と りあ
げ,会 計 の公表実 務 の面か ら論理 を組 み立て る方法 を 「会計 学におけ る倒錯現
象 」めひ とつ として指摘 して お られ る。 す なわち,次 の よ うである。 「……会
計学 におけ る倒錯 現象の他 のひ とつ は,会 計 の対 外的報告,そ れについての監
査等 の視点 を重視 し,そ れ らの点 を中心 として会計理 論を展開 してゆ こ うとす
る ところにみ られ る。今 日のわが国 の学問 の主流 は,ア メ リカ的 な会計 士監査
制 度の導入 と表裏 して展 開 され て きた ものにほか な らないが,そ れ は,会 計 の
報 告を重視 し,さ らには,報 告 され る会計 の監査 を強 く意識 している ものの よ
うであ り,し たが って,'それ は また,は じめか ら会計 その ものの処理手続を吟
味 してい くものの ようである。 しか し,企 業会計 は,も ともと報告 され監査倍
.れる前に,す でに企業そ のものの内側 の問題 としてみ とめ られ るはず であ るか
ら,会 計理 論そ の ものは〉監 査等 の こと とは一応 関係 な く,む しろ企業論に基
礎をおいて,ま ず会計本質論 として展 開 され なけれぽ な らず,… …お もうに,
会 計本質 に関す る論議 を企業 その もの の本質,構 造等 に関す る,い わば企業論
に 基礎を おいて展 開 し,そ の うえ で,会 計本質 にふ ざ わ し い実務的 な処理手
続,報 告,監 査等 の問題 にお よぶのが,会 計学 の思考過程 の順序 でなければ な
らないであろ う。}報告,監 査等 を重視す る見地か ら入 ってい く逆流的 な論議 か
倒 錯的思考 は,と きに,会 計 本質を見 ケしない,'企業経済 の現実 に即 しない結
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{5)
論 にたちいたるおそれがあ る。」報告を中心 とした会計理 論が会計学 に お け る
倒 錯 現象 のひ とつ であ り,そ れ は会計本質 を見失 い,企 業経済 の現実 に即 しな
い結 論にたちいたるおそれ がある との不破教授 の この指摘 は,公 表実務にたず
さわ る会計人 は一般 指数 の利用 を支持す る とい うギ ソザ ーの説明 に全 くあては
.まる ものの ようにおもわれ る。
価格変動時 におい て会計諸数 値を修正す るのに適 してい るのは 「一般指数か
特 殊指数 か」の問題 をめ ぐる基 礎には,会 計主体 す なわち会計上 の判断,処 理
・におけ る立場ない し観点に対 す る理解 の相違 が存 在す るとい うことを指摘 して
きたわけであ るが,こ の点,ギ ンザ ーの主 張は,「 私は,会 社 の会計 担当者,
秘書お よび コソ トローラー として働 いて きた背景を もち,実 体論者 である。私
は,会 計 の目的は我 々の社会におい ては実体(企 業,株式会社,政府機関など)に
よって活動がお こなわれてい るのであ るか ら`ま ず なに よ りも実体 を説明す る
{6}
こ とであ る と信 じてい る」 さらに 「私 は(産業界にいたという)自分 の 環境 に影
響 を受け ているので▲利益算定 のために も,貸 借対照表評価 に も,日 常 の会計
{7}
な らびに報告 目的 に も,特 殊指 数の利用 を強 く支持す る ものであ る」 との指摘
か ら明 らか な ように,実 体論者 であ り,し たが って特殊指数 の利用 を支持 して
い る。
,この問題 にかかわ る不破教授 の考 え方 は,大 筋においてギンザ ーの所説 と軌
を 一に してお り,明 快であ る。 す なわ、ち,次 の よ うである。 「わた ≦しは,企
業会計の本来的課題は,企業の内側の問題として,生産に関する測定というと
ころkあ り,k計輪 の主題もば ぎにそこに見だされるものと考えtい 掲
そ して,、「わた くしは,多 くの企業体理論 とは異 なって,企 業 の持 分,利 害関
係 等 のむ しろ外的事情の考慮か らでな く,企 業の巨大化 に ともな う近代企業 の
財 産的基礎 におけ る固定化 とい う特質の認識 か ら,ひ とつの企業体理論 の妥当
く グ
性を信じているが,それは,企業内で生起する価値関係の計算的把握にこそ会
計の本質があると考えてお り,資本固定化の現実にともなう近代的な企業実体
〔9}
概 念 の成立 が会計 の内的変革をふ くんでい るとみ るか らであ る」 さらに,'「…
…貨幣価値変動下 においては,一 般物価指数を基準 としてすべての原価数字 を
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一律的 に修 正す るとい う,い わゆ る安定価 値会計 論……は,実 際上 いわば イン
フ レーシ ョソ会計 の立場にほか な らないが,わ た くしは,イ ソ フ レ ーシ ョソ
・は,一 般的 な経済現象 であ って,そ れが直接 にその ままのかたちで企 業経済 に
影 響す るもので もない し,し た が って,そ の ままのかた ち.で企業 会計 に反映 さ
せ るべ きもの で もない と考 えている。 イ ソフ レーシ ョンす なわ ち一般 的 な物価
騰貴は,各 個 の企業が現実 に取得 し保有 し早晩取 替 えるべ きそれぞれに特殊 な
資産 の価格を通 じて,間 接的 にのみ企業 経済に影響 をお よぼす ので あるか ら,
損益計算上 さきに のべた ような費用取替 時価 基準計上 の立 場 さえ堅持 していれ
ば,そ れ ですべ てが足 りるのであ って,さ らにそれ に くわ えて数字 の一律的 修
(lq
正をおこなうような必要はないわけである。」
以上のように,「一般指数対特殊指数」の問題の基礎には,会計主体に関す
る理解,態度の相違があることがわかった。すなわち企業をその外面から,資
本主の観点に立って考える場合には,会計上の原価数値を一般指数を使って一
律に修正することを支持するのに対し,企業をその内面に立って観察し,企業
体の立場から考える場合には,価格変動に対応する修正は,個別企業の所有 し
ている特定の資産にかかわる特殊指数を使っておこなわれるべきであると主張
されるわけである。
(1)R.S.Gynther,``AccountingforPrice-LevelChanges:TheoryandPro・
cedures",PergamonPress,1966,pp、44-46.
(2)Ibid.,pp.45-46.,
(3)R.S。Gynther,"CapitalMaintenance,……,,、op.cit.,p.712.な お,こ の
問 題 に つ い て は 次 を も 参 照 。R.S.Gynthcr,"AccountingConceptsand
BehavioralHypothcsis',、AccountingReview,AprilI967,pp.274-290.
(4)R.S。Gynther,``Accountingfor……".op.cit.,'p.45.
(5)不 破 貞 春 著 「新 訂 会 計 理 論 の 基 礎 」 中 央 経 済 社,20-21ペ 一ージ 。
(6)R.SlGynther,``Accountjngfor……tt,op.cit.,p.x.
(7)'Ibid.,p.45.
(8)不 破 貞 春 著,前 掲 書,44-45ペ ー ジ 。
{9)同 書,107ペ ー ジ 。
1⑩ 同 書 ,57ペ ー ジ 。
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(2)貨幣資本 と実物資本
「一般指数対特 殊指数」 の問題 の基礎 には,企 業資本 を貨幣資本 として把握
す るかあ るいは実物資本 とみるかの見解 の相違 が存 在 してい るとお もわれ る。
先の第2節 において も指摘 した よ うに,ヘ ン ドリクセ ソは,一 般購買力概 念
を支持す る場合 には営業活動 の循環 は現金か ら非 貨幣性資産 へ流れ また現金に
戻 るとい うことが前提 とされ るのに対 し,企 業 の継続性 を考 え る投資購 買力な
い し個別的取替購買力概念 を支 持す る場合 には,企 業の営 業循環 は非貨幣性資
産 か ら現金へ,そ して現金か ら非 貨幣性資産 へ と移 行す るとい うことが仮定 さ
れ ている と説明 して いた。,これ は,会 計 の対象 を貨幣的に把握す るのかあ るい
は財貨的 に把握す るのかの問題 である。
この問題 は形式的 には次の よ うにあ らわす ことがで きよ う。すなわち,会 社
がAと い う商品を100円で仕入 れ,後 にその商品を200円で販売 したが,そ の
販売時点 における当該商 品の現在市場再調達価格は60%上昇 してお り,ま たそ
の時点 の一般物価指数 は,仕 入時 よ り30%上昇 していた と仮定す る。投下貨幣
資本回収計算に よれば,100円で仕入 れた商品 を200円で販売 したわけ であ る
か ら,利 益は100円として計算 され る。gの 時 は,一 般物 価変動 も個別価格変
動 も無 視 されてい る。次 に,.貨幣 の一般購買力的観点か らすれば,販 売時点 に
おけ る130円が過去 の投下資本 の100円と購買力 の上で等 し くな り,し た がo,
て,そ の130円が売 上原価 として控除 され,利 益 は70円である と計算 され る。
前者は,投 下貨幣金額 その ものを考 えるのに対 レ,後 者は投下資本 の貨幣購 買
力変動 を考慮 に入れ よ うとす る ものであ り,い ずれ も資本を貨幣 の観点 か ら把
握す る考 えであ る。他方,.仕入時点 におけるA商 品の価格 は100円であ り,販
売時点に おけ るA商 品の再仕入価格 は160円であるか ら,A商 品に関す るか ぎ
り,仕 入 時の100円は販売時の160円に等 しい と考 え られ る。 したが って,売
上高200円か らこの160円が控除 され て利益は40円である と計算 され る。A商
品 に関 しては仕入時には100円とい う測定値が付け られ,販 売時 には160円と
い う測定値 が付け られ,そ の間 に尺度 におけ る変化 はあった が,参 商 品 とい う
財 貨 自体には変化がなかった と考 えるわけであ る。す なわ ち,投 下資本 を財 貨
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(実物)的に把握することになる。このように,価格水準変動に対応する会計上
の修正は,貨幣的思考にもとづけぽひとつの一般指数を利用して行なわれるこ
とになろうし,実物的思考に立てば,個別財貨の再調達価格あるいは特殊指数
を利用して行なわれることになる。
しかしながら,ここに説明した例は,投下貨幣資本思考,貨幣購買力思考さ
らには実物思考における相違を,費用したがって利益の面からただ形式的にの
み示しているにすぎない。会計の対象を貨幣的にとらえるか財貨的にとらえる
かの背後には,実 は,先に検討した会計主体に関する理解の相違が存在すると
おもわれるのである。不破教授は,「……生産経済単位としての企業の会計の
対象となるのは貨幣資本か財貨資本か,補 償すぺき費用,維 持すべき資本は,
貨幣的に把握されるものでよいのか,貨 幣単位による計算をおこなうとはいえ
財貨的に把握されるものでなければならないのかが問題であるが,これは企業
会計の基礎構造に関係するのであり,会計の立脚点,判断の主体を企業への出
資資本主にもとめるのか,企業体そのものにもとめるのか等,会計主体の如何
ω
に よって結 論はわかれ る」 と指摘 してお られ る。 しか して,こ の問題 に対 す る
不破教授 の結論は次の よ うである。 「資本主 会計 では,企 業 を会計単位 として
お り,そ の意味において これ は企業会計 ではあ るが,会 計主体 は資本 主個人 で
あ り,資 本主 の消費経 済 につながるのであ って,つ ねに消費経済への資本還元
を考 えての利益 測定 がお こなわれ,そ こでは消費経済 への還元価 値,一 般的経
済価値 としての貨幣資本 が会計 の対 象 とな る。 したが って,そ こでは,貨 幣 と
しての抽象的 な企業 資本 の具体的 な内容 としての財貨 の評価 も,財 貨の費消す
なわ ち費用 の評価 も,と もに当初の投下原価を基準 としてお こなわれ,企 業 会
計 の本質的課題 としての企業維 持 もた んに当初 の資本額 の維持 に とどま り,企
業 の実 体の維持は もとめ られ ない。 しか し,今 日の企業の多 くは,こ れを 出資
資本 の集合体 とみた り,そ の代理機 関 とみた りす ることは当た らな くな って き
ている。けだ し,今 日,多 くの企業 は巨大 な固定設備 を擁 しているが,設 備 は
これを容易 に処 分 した り他へ転 用 した りで きない状態 になっているので,そ の
点ふ ら,お のずか ら,会 計は実 体計算でなければ な らず,会 計主体 と して企業
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体 の立場 を妥当 とす る。すなわ ち,そ こでは,財 貨的 な生産資本が会計 の対 象
とな り,費 用補償 も,投 下貨幣額 の補償 でな く,費 用要素 として の実物 の回収
補填 として,取 替時価 に よってな され なければな らず,生 産 資本一 財貨資本
{2}
の計算的維持 が図 られなければな らないのであ る。」
価格水準変動 会計 におけ る 「一般指数対特殊指数 」の問題 は,以 上 にみて き
た よ うに,会 計 の対象 を貨幣資本 とみ るか実物資本 として把握 す るかに よって
左右 され るわ けである。 しか して,会 計 の対象を貨幣資本 とみるか実物資本 と
み るか の問題 は,結 局 の ところ先 に検 討 した会計主体 の問題す なわ ち会計を資
本 主 の観点か ら考 えるかそれ とも企業 体の観点に おいて考 えるかの問題 にた ち
か えるものであ るとい うこ とがで きよ う。
(1)不破貞春著,前掲書,218ページ。
(2)同書,219ページ。
(3)企業 の継続性概念
「一般指数対特殊指数」 の問題 をめ ぐるも うひ とつの重要 な原理 的問題 は,
企 業 の継続 性(ContinuityPostulateorGolngConcernConvention)に対す る
理 解 であ る。
時価主 義に もとつ く会計理論 お よびその実 践 とい う面 で以 前か ら注 目を集 め
てい るオ ラソダの取 替価値会計論 は,そ の重要 な理 論論的基 礎 として企業 の継
Cl)
続性概念 をあげてお り,こ の点は 前に指摘 した ところであるが,こ こ で は,'
「一般指数対 特殊指数」 の問題を,ゴ ーイソグ ・コソサ ーソの観点か ら検討 し
てみ よ う。
ギソザ ーは この点に関 して次の ように説明 している。意識的 であるか無意識
的 であ るか は ともか く,一 般指 数を支持す る人 々ぽ継続企業 の コソ ヴェンシ ョ
ソに賛同 していないのに対 し,特 殊指数を支持す る人 々はそれ を認め てい る と
べ ダ
い える。す なわち,一 般指数 の利用を支持す る人 々は,も し会社が いつ の 日に
か解散 した な ら,株 主 に とってす くな くと も彼 らが最初に会社 に投下 した資本
と同一 の購 買力単位量 の資本 が返済 され る ことを保証 しよ うと考 えてい る。 し
か し,会 社 は解 散 しない ことが前提なのであ るか ら,資 本が株主 の もとに返済
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され るもの として考 え られ るこ とはあた って いない。会社 は生存 し,繁 栄す る
ことを望 んでい る。株 主がそ の株式で現金を受け とる ことので きる唯一 の方法
は,そ の株 式をた とえば証券取 引所で売却す ることであ る。他方,企 業 の継続
性 を考 え るな らば,企 業 のための会計は企業 にとって実質的 であ り,個 別的 で
あ る費用に よ?て お こなわれ なけれぽな らない。正 常 な営業活動 か らの利益 を
算定 す る場合,材 料が使用 された な らそ の費消原価 として適 しているのはその
有高 を再 び補充 してお くのに要す る原価 である。企 業 に とっての利益 は,費 用
収益 の対応 に 当って,費 消 した資産を特殊現在原価 で計算 す ることに よっての
②
み明らかになる。 ・
しかしながら,会計上の諸数値を修正するために特殊指数を利用することこ
そ企業の継続性概念を認める立場に一貫しているとするこの主張には,また別
の観点すなわち継続企業の他産業への転換あるいは企業自体の多様化や発展と
いう事実から反論があることも事実である。
この点に関して,ギソザーは続けて次のように論じている。ある決まった資
産の集合体が維持され続けるという確実性はないのであるから,すなわち会社
が保有する資産の種類は時とともに相当な変化をしうるから,ある一定の資産
集合体の資本額を維持しようとすることなど無用なことである,というのが最
も一般的な特殊指数の利用に対する反対論である。しかし,会社はその特定の
産業のなかにとどまる傾向があり,特定の産業のなかに属する個別企業は一定
種類の資産を使用し,それを同種の資産に取替えてゆく傾向がある。ある産業
から他の産業に転換する会社の例を引くことは継続企業の概念を捨て去ること
{こなる。なぜなら,その場合には,ひ とつの会社が実質的には解散し,新たに
別の新しい会社が設立されたものと考えられるからである。さらに,技術の改
善,多 様化.自動化などによって企業の内部に起る漸進的変化も,当該企業が
当該期間中にそのような物的状態にあった場合には,継続企業の立場からはそ
の影響を損益計算上考慮に入れるべきである。それは,当該期間中に費消した
すべτ
,の原脆 鰍 指難 正値あるいは特綱 価で諦 することによって灘
さ れ る・ 、
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以 上の よ うに,ゴ ーイング ・コソサ ーソすなわ ち継続 企業 とい う前提を認 め
るか ぎ り,財 貨お よび用役一般 に対す る貨 幣購買力変化を あ らわす一 般指数 の
利 用 は認め られず,個 別企業 ごとの個別 もし くは特殊 価格変動を反映す る個別
(特殊)指 数 の妥当性 が主張 され る ことにな るわけ である。
しか しなが ら,こ こで と りわけ重要 な問題は,「 技術 の改善,多 様化,自 動
化 な どに よって企業 の内部 に起 る漸進的変化 を損益計算上考慮 に入 れてゆ く」
とい うギ ンザ ーの主 張である。 ギンザ ー自身 は,当 該期間 中に費消 したすべ て
の原価を特殊時価 で計上すれ ば,そ れ らが正 し く考慮 に入 れ られ る とだけ述 べ
て いるが,こ こでは,と くに多様 化 との関係 においてその手続を推測 してみ る
ことにす る。
仮定:あ る会祉は ×年1.月1日に,原 価 イコール時価で単価100円のA商 品
を100個所有 し,資 産 はそれ で全部 であった とす る。6月30日に,A商 品100
個 全部 を単価200円(総額20,000円)で販売 したが,そ の と きの 再調達 時価 は
単 価150円であ った。7月1日 にA商 品 を100個,単価150円(総額15000円)
で再調達 した。会社 は多様化 のため,残 りの5,000円でB商 品(単 価10円×500
個)を 仕入 れた。12月30日にB商 品400個を単価15円(総 額6,000円)で販売
した。但 し,そ の時 の再調達時価は,A商 品は150円で7月 以降変化 な く,B
商 品については単価13円に上昇 していた とす る。 また,こ の間貨幣価値 には変
化 がなか った として,12月31日に決 算す る。
期 首 貸 借 対 照 表
A商 品 エ ー1資本金 10,(脚
期中の仕訳
借 方 貸'方'
6月30日OA商 晶5,000資 本 修 正 勘 定
(A商品の価格上昇分 を修正す る)
'○ 現 金 t20 ,◎00A商 品
販 売 益'
(A商品を販売 する)
5,000
15,000
5,000
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7月1日OA商 品15,000'現 金
(A商品 を再仕入(補 充)す る)
OB商 品5,000現 金
(B商品を仕入れ る)
12月30日OB商 品1,200資 本 修 正 勘 定
一(B商 品400個分 の価格上昇分 を修正 す る)
○ 現 金6,000B商 品
販 売 益
(B商品400個を販売 する)
き
12月31日OB商 品300資 本修正勘走
(B商品の期末残高の価格上昇分を修正する)
× 年 度 損 益 計 算 書
(576)
15,00&
5,00(〉
1,200,
5,200
800
300
A商品売上原価
B商品売上原価
純 利 益
15,000
5,200
5,800
26,000
A商 品売 上 高
B商 品 売 上 高
20,000
6,00む
26,090
期 末 貸 借 対 照 表
?
?
?
?
?
?
?
?
6,000
15,000
1,300
22,300
?
?
?
?
㌫
?
?
?
?
?
10,000
6,5eo
5}800
22,300
この場合,純 利益 はA商 品の販売 に よる利益5,000円とB商 品 の販売tcよる
800円の合計5,800円と計算 され る。 また,資 本修 正勘定 はA商 品 の再評価分
5,000円とB商 品 の再評価分1,500円(販売部分1,200円+期末残高分300円)と
の合計6,500円と計算 され る。ギ ソザ ーの主張 は,貸 借対 照表評価 を も等 し く
重視す る二元論 であ るか ら,そ の手続 は おそ らく上述 した ものの よ うにな るで
あろ うが,い うまで もな く,損 益計算 したが って費用 お よび純利益 にか ぎって
みれば,費 用時価主 義の方 法であ る。要 す るに,費 用 の側す なわ ち費消 した資
産 部分 さえ時価で把握 しておけば,期 間損益計算 におけ る実体維 持は可能 とな
るわけであ る。確 か に,実 物 その ものの維 持すなわ ち上例 では期首 におけるA
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商 品100個を期 末時点において も維持 してい る(す なわち,A商品100個分の期末
時価相当額である15,000円)状態 を想定す る ことが仮に許 され,そ れ と比較す る
な らば,上 記 の例 におけ るよ うな費用 の時価基準 に よる損益計算 は,会 社 の多
様 化 の影響 を も考慮す る もので ある とい え よう。会計上 における資本維持論 は
そ もそ も損益計算 原理 として生成,発 展 して きた ことを考 え合わせ るな らば,
まさにそ の通 りであ ると考 え られ る。
しか しなが ら,技 術改善やオ ー トメーシ ョン化に伴 って生ず る変化に対 す る
会計上 の配慮は,む しろ,費 用 の時価 基準 計上 のなかにおけ る費用その ものの
質 的変化 したが って修正に当 って利用 しよ うとす る特殊指数 の内容 にかかわ る
問題 であ ると考 え るべ きであ る。 この問題 はむ しろ,取 替価 値会計論 に関す る
ローセソ(L.S.R・sen)の主張す なわ ち 「企業が将来 のある時点 に新 しい資産 を
取得す る とい う契約を結 んでいる場合 には,収 益 に対応 させ る費用額 の算定 に
(4〕
は この契 約価格 が選ばれ る」 とい う主張 あるいは不破教授 の 「結論 として,筆
者 は,こ れ らの変化 が経営 の短期 計画に具体的に と りいれ られた場合 にか ぎっ
て,会 計構造 に と りいれ,新 しい生産要素 に よる費用計上 をお こな うことにす
{5)
る の が よ い と考 え て い る 」 と い う主 張 に こ そ そ の 主 眼 が あ る と お も わ れ る 。 い
ず れ に し て も,こ の 重 要 な 問 題 は,「 一 般 指 数 対 特 殊 指 数 」 の 問 題 で は な く,
特 殊 指 数 自 体 の 内 容 す な わ ち 費 用 の 質 に か か わ る問 題 で あ る の で,こ こ で は 深
くた ち い ら な い こ と に す る 。
(1)拙稿 「オ ラ ンダ の会計 制度 と取 替 価 値理 論」 明 大 商学 論 叢56巻1～8号,1974
年3月,506-508ペ ー ジ参 照。
(2)Cf.R.S.Gynther,``AccuntingforPriceLeve[ChangesOncGeneral
IndexorScveralSpecificIndexes?,'Accountancy,July1962,PP.561-
562.andhisBook``Accoutingfor……"op.cit.,PP.46-48.
(3}Cf,R.S.Gynther,"Accountingfor……."op.cit.,pp.48-49.
(4)L.S.Rosen,　Replacement-ValueAccounting",AccountingReview,Ja・
nuaryl967,p.107:
(5)不破 貞 春 稿 「企 業体 の 概念 と会計 理 論」 黒沢 清 主編 近 代 会 計学 体 系1.所 収.
中 央経 済 社,1968年,184ペー ジ。
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4そ の 他 の 問 題
前節では,「一般指数対特殊指数」の問題を,資本主理論と企業体理論,貨
幣資本 と実物資本,企業継続性概念といった基本的会計思考とのかかわ りあい
において検討してきた。本節では,やは りこの 「一般指数対特殊指数」の問題
ノ
を,尺 度,比 較基準,株 主資本 の購 買力維持 な どとの関係において論 じてい る
ω
ギ ソザ ーの最近 の論文を手がか りに検討 してみ よ う。
〈1)測 定 の 単 位
まず,測 定 の単 位 として の貨幣額 ある いは 貨 幣の購買 力に つ いて みてみ よ
う。す なわち,あ る一定額 の貨幣 は,市 場 において一般 に売 買 されてい る財貨
や用役 と自由に交換す る ことので きる能 力を もってお り,こ れ は貨 幣の一般購
買力 とよばれて いる。 また,会 計 におけ る諸数 値はす べて貨幣単 位に よって測
定,表 示 され るわけ で あ り,こ れは会計上,貨 幣的 測定の公準 とよばれ てい
る。 しか るに,会 計 において標 準 となる測定 単位は上述 した よ うな一般購 買力
としての貨幣 であ ると主張 され る ことが あるが,果 た してそ うであろ うか。 ム
ーニ ヅツ(M.M・・nitz)は,1965年度末 の ドル額 を一般購買 力指 数を 使 って
1970年度末の ドル額 に修正す るこ とは,資 料を メ 一ーターか らフ ィー トに,あ る
ω
いはキ ログラムか らポソ ドに換算 しなお した ことと全 く同 じであ ると述 べて,
一般購買力 としての貨幣単位 を会計上 の測定単位 として支持 してい る。ギ ンザ
ーは,こ のムーニ ッツの論述 に対 し,2点 につ いて批 判 してい る。すなわ ち,
ギ ソザ ーの批判 のひ とつは,一 般 購買力 としての貨幣を,万 国共通 の測定単位
である メーターやキ ログラム と同 じ次元で考え るこ とはで きな い とい うもので
ある。 メーターやキ ログラムはすべ ての実体に とってつね に同 じ数量 を意味 し
てい るのに対 し,貨 幣 の購買力は場所 に よって相 当に異 なるのが普通 であ る。
た とえば,同 じ100ドル とい う貨幣額 で も,そ の購買 力は都市 に よって異 なる
し,ま た同 じ都市 のなかで さえ,全 く同 じ財貨 の価格 が異な る場合 も多い ので
ある。す なわ ち,貨 幣の購買力はす べての実 体に とって同 じ数 量を あ らわす も
のではない とい うわけであ る。 また,も うひ とつの批判1お メーターや キ ログ
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ラ ムはすぺ ての実体に とってつねに同 じこ とを意味 しているのに対 し,貨 幣 の
購 買力はすべ ての実体 に とって(隣合わせに住んでいる2人にとってさえ)同 じこ
とを意味 す るとはいえない,と い うものである。すなわち,貨 幣の購買 力に対
す る意味あ るいは重要性 は個人 の必要性 あるいは価値観な どの相違 に よって異
な ってい るのが普通であ る。 したがって,同 じ 玉00ドル の貨 幣で も,そ れを所
有 す る実体が異 なれば,そ の貨幣に対す る実体 の重要性 は異な るのであ って,
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もはや,一 般 購 買 力 と して貨 幣 を考 え る こ とは で きな い とい うわ け で あ る。
メ ータ ーや フ ィー トあ る いは キ ログ ラ ムや ポ ソ ドとい う単 位 が長 さ あ る い は
重 さに対 す る測 定 の単 位 で あ り,メ ー タ ーか らフ ィー トへ の換 算 あ る い は キ ロ
グ ラ ムか らポ ソ ドへ の換 算 が長 さや 重 さ の実 質 を 変 え る こ とは な い の で あ り,
こ の こ とは 異 論 の余 地 が な い。 しか し,会 計 上 の 測 定,表 示 の単 位 と して 貨 幣
額 を用 い る こ とは,便 宜 上 の問題,貨 幣以 外 に都 合 の よい単 位 が見 当 らな い か
らな の で あ り,重 さや 長 さ め測定 単 位 と同 じ次元 で 考 え る こ とは で きな い と考
え られ るわ け で あ る。
(1)Cf.M.Moonitz,"Price-LevelAccountingandScalesofMcasurement,,,
AccountingReview,Julyl970,pp.465-466.
(2)Cf.R.S.Gynthcr,"WhyUseGeneralPurchasingPower?"Accounting
andBusinessResearch,Springl974,pp.142-144.
② 比 較 の 基 準
次 に,比 較 の基準 とい う観点か らみ て,一 般指数 に よる修正 と特殊指数 に よ
る修正 との有用 性を考 えてみ よ う。 ギソザーは,こ の問題 を土地 の価格 騰貴を
例 にあげて説明 してい るが,そ れ はやや 複雑 であ るので,簡 略化 して述 べてみ
よ う。 た とえば,10年前に10エ ーカーの土地 を10,000ドルで購入 した。その
間 に,L-一般指数 は2倍 にな ったにす ぎないのに対 し,そ の土地の時価 は10倍に
騰 貴 していた とす る。す なわ ち,一 般指数 に よって修正 されたその土地の評価
額 は20,000ドル とな るわ けである。 この20,000ドル とい う数値は,10年前に
そ の土地 を取得す るのに支払 った犠牲分 の現在 におけ る貨幣価値相 当分で ある
と,一 般指数 の支持者 は主張 してい る。 しか し,実 際商題 として,こ の よ うな
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一般 指数に よって修正 され た数 値 には どの よ うな意味,有 用 性が あるのであろ
うか。 た とえば,意 思決定 のため に この数値 を考慮 した とした ら,間 違 った結
論 にな ることは明 らかであ り,む しろ,歴 史的原価 の数 値 よ りもさ らに適 当で
ない資料 とな って しま うであろ う。過去 においてあ る特定 の資産 に投下 され た
貨 幣金額を一般購買 力 と考 えて修正す ることの無 意味 さは明 らかで ある。製鉄
会 社が過去に起 った消費財 の価 格変動 を も含 めてい る一般指 数で修正 した資産
の評価 額を有 用 な情報 として利 用 で きるはず はないのであ る。個 別企業 に とっ
て重要なのは貨幣 が投下 され てい る資産それ 自体 にかかわ る価 格 の情報 なので
あ る。`
他方,全 く同 じ 日に同 じ金額 で購入 された2つ の土地の場合 を 考 えて み て
も,片 方 はへんぴ な荒地 であ り,他 方 は新興都市 のなか にあった とす る と,両
者 の価格騰 貴はい ち じる し く異 な るはず である。 この場合 で も,一 般 指数に よ
って一律 に修正 す るな らば,そ れ ぞれ は同 じ金額 が計上 され る ことにな る。 こ
の同 じ金額 におい てそ の2つ の土 地を比較す る ことは全 く無 意味 であ る と考 え
ω
れ らる。
この問題 は資産評価 の問題 であ るが,貸 借 対照表上 の各項 目(と くに棚卸資産
や固定資産)の 評価額 を,過 去 の数 値 と比 較 した り,現 在時点 において も他 の
実体 のそれ と比較 す る場合,一 般 指数 に よる修正値 が全 く無 意味 であ り,特 殊
指i数に よる修正 値(あ るいは時価)こ そが意思決定,判 断 の基準 として有 用で あ
る ことが明 らかで あ る。
(1)Cf.R.S.Gynther,``WhyUse…….,,op.cit.,pp.145-148.
(3)株主資本 の購買力維持
一般購買 力指数 に よる修正を支持 す る論拠 のひ とつ として,株 主資本 の購買
力 を維持す るために必要 である とい う主 張があげ られ ている。す なわ ち,株 主
の資本 は払 い戻 された とす るな らぽその時には 自由選択性資金 とな る と考 える
こ とか ら,一 般 購買力指数 に よる 修正 が必要 とな る と主 張 され る わ けで あ る
が,そ の場合,株 主は消費者で あ るとみなせば,む しろ,一 般指数 では な く消
費者物価指数 に よる修 正の方 が妥 当す ると主 張 され る ことにな る。 しか し,株
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主 イ コール消費者 と考 え られ て,消 費者物価指数 に よる修正 の妥当性が論 じら
れ た として も,消 費者 は個人 に よってそれ ぞれ の消費パターソを異 にす るわけ
であ るか ら,結 論的 には株主 であ る消 費者 の個人別 の修正 こそ が正 しい もの と
され ることに なろ う。 また,消 費者物価指数は国 ごとによって,都 市 ごとに よ
って も異な って お り,あ る会社 の株主がた とえば西 ドイツ在住 の人 とフラソス
在住 の人 と半 分半分 であった とした ら,い ずれの国 の消費者 物価 指数 を基準 に
'
選べ ば よい こ とにな るのであろ うか。
いずれ に して も,こ の よ うに利害関係者(と くに株主個々人)を 主体 とす る会
計 を考 える ことはで きない と考 え られ る。個 々の株主 は,企 業 とは別個 のそれ
ぞれ個人 の権利 を もった実 体(投 資実体)で あ る。企業 会計 は,株主 の計算 を行
な うものでは な く,企 業 体の計算 を行 な うものである。株主 の計算は企業の帳
簿 のなかでは な く,そ れぞれ個 人 の帳簿 のなか で行 なわれな ければな らない。
株主 そ の他 の関係者 に支 持 され る よ うな指数を,企 業体の計算 のなかに組み入
れ よ うとす る試み は,企 業体が実際 に行な った営業活 動の結果をゆがめて しま
ω
うことにな るだけ であ る。
企業 会計 のなか においては,企 業体 の計算が行 なわれなければな らず,株 主
そ の他 の計算 はそれ ぞれ の単位 の なか において行 なわれ るべ きであ るとギソザ
ーは主 張 してい る。会計上,投 下貨幣金額,一 般指数修正値あ るいは時価(も
しくは特殊指数修正値)の いずれ の数値 を使用すべ きで あ るかの問題す なわち会
計上 の資本維持 論の問題は,も とも と ドイ ツ会計 学において,損 益計算 したが
って期間的費用 計算の問題 として論議 され てい るものである。 したがって,費
用収益対応計算 におけ る費用把握 あ るいは強 いてい うな らぽ時 には資産評価の
問題 として とらえ られなければ な らない とお もえる。に もかかわ らず,ア メ リ
カ流 の論議 は,資 本維 持論 とい う同 じテーマを用 いなが らも,主 眼はむ しろ貸一
借対 照表 の貸方 の問題 として把握 されてい ると考 え られ るのである。そのゆえ
に,維 持 され る資本 は,自 己資本 なのか長期負債を も含め た企業の長期資本 な
のか とい うよ うな論議 が登 場 した りす る ことにな ってい る。 さ らに また,貸 借
対照 表上借方 の非貨幣 的資産 につ いては時価評価 の必要性を認めなが ら,同 時
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に貸方の問題 として文字通 りの 「資本」の維持を貨幣購買力的にとらえ,その
差 額を計算するなどと論じられるわけである。この点の理解においては,ギ ン
ザーも同じである。すなわち,そ の表現形態は,貸借対照表の借方の問題 とし
て各種の資産評価方法をとらえ,貸方の問題として各種の資本維持概念を把握
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し,そ の 上 で 両 者 の 組 み 合 わ せ を 考 え る とい う と こ ろ に 具 体 的 に あ らわ れ て い
る と い え よ う。 要 す る に,等 し く資 本 維 持 論 と い っ て も,ド イ ツ 会 計 学 に お け
る そ れ は 損 益 計 算 思 考 で あ る の に 対 し,ア メ リカ 会 計 学 の そ れ は 主 眼 が 貸 借 対
・照 表 に あ る と い う基 本 的 相 違 が 認 識 さ れ る と お もわ れ る の で あ る 。
(1)Cf.R.S.Gynther,　WhyUse… …",op.cit.,pp.148-151.
(2)Cf.R.S.Gynther,``PriceChanges……「ttoFcit.,p.720.andhis,``Why
Use……,,,op.cit.,pp.156-157.
5む す び
今日まで,イ ソフレーショソ,価格変動あるいは技術革新などの問題をめぐ
って会計上多数の提案がなされてきている。これらは大別すれば修正原価主義
会計論と時価主義会計論とに分けられる。本稿では,この問題を 「一般指数対
特殊指数」の問題としてとらえて考察した。しかし,この対立の問題は,ど ち
らの指数を選択すべきであるかというような形式の問題ではなく,結局は,資
本主理論対企業実体理論あるいは貨幣資本維持論対実物資本維持論の問題であ
った。すなわち,資本主理論を支持する立場からは企業に対する投下貨幣資本
.が焦点になるのであり,価格変動時には,その貨幣資本の購買力維持が問題と
なる。したがって,結論的には一般指数による修正が支持されるわけである。
他方,企業をその内面から観察しようとする立場すなわち企業実体理論を支持
す る立場からは,貨幣の集合体としての企業ではなく,実物としての資本ある
へ
・いは生 産力 としての資本 が焦点 とな るのであ り,価 格 変動時 には実物 その もの
あ るいは生産力 としての実物 の価格 変動が問題 とな る。七た がって,時 価 あ る
・いは特殊指数 に よる修正 が支 持 され るわけであ る。 さ らに,「 一般 指数対特 殊
指 数」の問題 は,ゴ ーイ ソグ ・コンサ ーソ概念 の理解 にも関係 していた。
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ギソザ ーは,先 に詳 し く検討 した よ うに,企 業 のための会計,企 業 の観 点 に
立 った会計 こそ企業会計 のあるべ き姿であ る と主 張 し,そ の他 の関係 者に とっ
ての会計はそれ ぞれ関係者個人個人の帳簿 のなかで行なわ れ るべ きで ある と主.
張 していた。 そ して,一 般指数に よる修正 に関 しては,「 各 種の特殊指数は,.
その平均的動向を中心に大 き く変動 している ことを知 るな らば,一 般購買 力が
多 くのあるいは大部分の実 体に とって標準的測定単位 の近似値で さえない こ と
が わか る。慣習的会計を,さ らに不適 当な慣習に よって改善 しよ うとす る試み
はすべて,会 計 を さらに現実 とかけはなれた ものに して しま う結果 を もた らす
ω
だけである」 と断言 している。
他方,こ の よ うな価格 変動 に対処 しようとす る各種の会計 理論の提案 とは別
に,す でにい くつかの国のい くつかの企業 に よってそ の種 の会計が実 践に移 さ
れて いる例 もかな り存在 してい る。 これ らの実例 の うちで も最 も知 られてい る
のはオ ランダの諸会社 と りわけ フ ィ リップス社 の場合 であろ うが・ ヘソ ドリク
セ ソは,価 格変動 会計 の実 践例 について,「 合衆国お よびその他 の国 々で価格
水準 変動に対応 してその財務諸表 を修正 した企業 のほ とん どは,一 般 価格水準
変動を示すひ とつの指数 ではな く,現 在原価 あるいは再生産原価のいずれか を
②
使用 してきている」 と述べ,こ れ までに各 国の企業 で実際 にお こなわれ た会計
上 の修正はそ のほ とん どが一般指数ではな く特殊指数を使用す る ものであ った
こ とを明 らかに してい る。
また,カ ナダの イソペ リアル ・タバ ヨ株式会社 も財務 諸表を価格 変動 に対応:
して修正す る実 践例 のひ とつ であるが,こ の会社の場合に も,「 修正歴史的原
価方法」 は とられてお らず,取 替原価 が基準 となってい る。 このインペ リアル
・タバ コ株 式会社 の実 践例 を検討 して,コ ーツ(W .B.Ccutts)は次 の よ うに
述べてい る。「(イソペ リァル ・タバコ社の)経 営者 は,こ の よ うな 取替原価 の選
択 は慎重に考えた末 の ものであ り,一 般価格水準 変動を示す指数 は特殊資産群
の価値変動 の尺度 として適 当でな く,そ れゆえ,経 営利益 の算定 には適 さない
とい う信 念 にも とついてい ることを明 らか にした。実務上の問題 として,そ の.
よ うな一般指数 は正確に決定 され えない とも考 え られ てい る。事実,こ の経営
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者 は,価 格 変動は特殊資産群 との関係 においてのみ考 え られ なけれ ぽな らず,
一般 指数 は平均値 であるにす ぎず特走 の資産 群には不適 当で ある と強調 してい
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る」 と。 これ らの主張 は,理 論的帰結 とい うよ りはむ しろ,実 際家 の感覚 のあ
ちわれを明 らか にす る もの と考 え ることがで き よう。
最後 に,森 田教授 は,「一般 指数対 特殊指数 」 の問題 とい うよ りも,「貨幣資
本 概念」 と 「物 的資本概 念」 との対立 の問題 を再検討 し,こ の2つ の資本 概念
・は,「物 」と 「貨幣」 とい う表現 にみ られ るほ どの,全 く異質 な資 本概念なので
あ ろ うか と疑 問を提起 されて いる。すなわ ち,こ の2つ の対立 の問題 は,貨 幣
資 本概念 における 「自由選択 資金性思考」と 「拘 束資金性思考」との対立 あ るい
は 資金の拘 束性 の程度 にか かわ る見解 の対立 と して理解すべ き問題 である と主
張 され,こ れ まで不可解 であ る とされていたハ ックス(K.Hax)の資本 ・実体
C4)
結合計算論における実体維持積立金の性格もこのような理解によって解明され
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る と述ぺてお られ る。森 田教授 の この よ うな理解 に関す る検討は今 後 の課題 と
して残 し,こ こでは立 ち入 らない ことにす る。
ωR.LS・Gynther,``WhyUsc… … 　,op.cit.,p.]44.
'(2)E
.S.Hendriksen,op.cit.,p.180`
(3)W.B.Coutts,"AnAdoptionofReplaccmentValueDepreciation"Ca-
nadianCharteredAccountant,May1962,pp.479-480.
(4)Cf.K.Hax,``DieSubstanzerhaltungdcrBetriebe",1957.
〈5)森 田 哲 弥 教 授 の こ の 種 の 問 題 に 関 す る 文 献 は 次 の よ う で あ る。
・ 「会 計 上 の 資 本 概 念 に 関 す る ノ ー ト」 ビ ジ ネ ス ・ レ ビ ユ ー ,一 橋 大 学 産 業 経 営
研 究 所,20巻3号,1973年2月:
・'「貨 幣 資 本 の 拘 束 資 金 性 と 自 由 選 択 資 金 性 一 期 間 利 益 限 定 の 前 提 と し て の 資
本 概 念 」 企 業 会 計,中 央 経 済 社,25巻7号,1973年7月.
・ 「ハ ッ クLス教 授 と 私 の 研 究 」 産 業 経 理,同 友 館,34巻ll号,1974年ll月 .
